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　中心市街地の活性化はどの国にも共通する課題である。特に、中心市街地の
荒廃が治安の悪化と直結するアメリカにおいては、いかに市街地に活力を持た
せるかについて各都市が知恵を絞っている。アメリカ1の大都市であるニュー
ヨークでも状況は同じで、行政や住民はさまざまな手法で地域を活性化させる
努力を続けている。今回はそんな手法の1つ、Business Improvement District
（ビジネス改善地区：以下、ＢＩＤ）制度について紹介したい。ＢＩＤは日本
で導入されたタウンマネージメント制度の見本になったことでも知られている
が、アメリカにおける代表的な官民パートナーシップによるまちづくり手法で
ある。 
 
 

 
 
ＢＩＤの概要 
 
　ＢＩＤ制度は、区域内の不動産所有者から負担金として一定額を徴収し、そ
の資金を直接地域の活性化に活用する制度である。ニューヨーク市内では、観
光客が多く集まるタイムズスクエア周辺やワールドトレードセンターがあった
ローワーマンハッタン地区をはじめ、46のＢＩＤが存在しており、それぞれの
地域が自らの手法で地区の活性化を行っている。これらの地区では、地区内か
ら集められた負担金を資金として、地区内の清掃、ゴミ収集、警備員の配置、
地区内の飾り付け、イベントの開催など、通常の行政サービス以上のサービス
をＢＩＤが独自に提供している。また、規模の大きなＢＩＤでは、地区独自の
マーケティングや地区内無料循環バスの運行なども行っている。タイムズスク
エアで毎年開催される有名な大晦日のカウントダウンも、この地区を管轄する
ＢＩＤが市とともに実施しており、ＢＩＤの活動範囲は広い。 
 
　アメリカのＢＩＤ制度の大きな特徴は、地区改善のための費用を受益者であ
る地区内の不動産所有者が負担し、この負担金を地元自治体が徴収することで
ある。言い換えれば、ＢＩＤ制度とは地区改善のための組織づくり及び資金調
達の仕組みであり、官民のパートナーシップによる地域活性化手法であると言
える。 
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不動産所有者への負担金について 
 
　アメリカのＢＩＤの特徴である不動産所有者への負担金はアセスメント
（Assessment）と呼ばれ、地元自治体がＢＩＤに代わって徴収する。負担金
の額は、まずその地域の改善に必要な費用を算出し、そこから各ＢＩＤが定め
た算定方法によって各不動産所有者に割り振られる。ＢＩＤによっては、地区
内の商業系不動産に対してのみ負担金を課している例や、住居系不動産所有者
からは一定の少額のみ徴収している例もある。（注１）負担金の額や負担割合
等は各ＢＩＤが決定し、これらの負担金は市町村の財産税（Property Tax）に
上乗せされて課税され、税金と同様に滞納に対する罰則も厳しい。 
 
（注１） 住居系不動産への負担金は商業系不動産に比べ軽減されている例が多い。

ニューヨーク市内のタイムズスクエア周辺地域で構成される42丁目ＢＩＤ
では、住居系不動産のオーナーへの負担金は不動産の大きさにかかわらず
１ドルとなっている。

 
 

TOPへ

 
 

 
 
　アメリカは50州による連邦制を採用しているため、州内の行政権はもっぱら
州政府が所管している。このため、ＢＩＤの設置にはまず州法の規定が必要で
あり、州法で設置手続きや賦課金の算出方法、徴収方法等が定められる。現在
ではアメリカ50州のうち48州（注２）及びコロンビア特別区（ワシントンＤ
Ｃ）でＢＩＤ、もしくはそれに類似した制度が導入されているが、州によって
制度が若干異なっており、州によってはEconomic Improvement Districts（イ
ンディアナ州）やCommunity Improvement Districts（ケンタッキー州）等の
呼び名で呼ばれている。 
 
（注２） ウエストバージニア州及びハワイ州では導入されていない。
 
 
運営主体について 
 
　ＢＩＤの運営形態は大きく分けて2つあり、1つはＢＩＤ地区内の不動産所有
者や商業者の代表等で構成される地区運営組合がＢＩＤを直接運営するタイ
プ、もう1つは地元自治体が直接ＢＩＤを運営するタイプであるが、多くの州
では前者の形態を選択している。（注３）地区運営組合がＢＩＤを運営してい
る州では、市町村が不動産所有者からの負担金を集め、それを地区運営組合に
交付している。ほとんどの地域では、これらの地区運営組合は非営利団体（Ｎ
ＰＯ）としての認定を受けている。 
 
（注３） アラスカ州などでは市町村が直接ＢＩＤを運営している。
 
 
負担金の強制 
 
　ＢＩＤが成立した場合、ほとんどの州では地区内の不動産所有者に対して強
制的に負担金が課せられるが、マサチューセッツ州のようにＢＩＤに加入する
か否かを不動産所有者が選択できる州（注４）もある。 
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　このようにＢＩＤ制度は州によって若干異なっているが、地区内の不動産所
有者に受益者負担金を課し、それを市町村の徴税システムで徴収するという基
本は同じである。 
 
（注４） マサチューセッツ州の場合、ＢＩＤの成立後30日以内であれば地区内の不

動産所有者はＢＩＤへ参加しない旨を宣言できる。この場合、負担金が課
せられないかわりにＢＩＤからの利益やサービスも受けられない。また、
当初参加していなかった不動産所有者が後にＢＩＤに加入する権限も認め
られている。ただし、1度ＢＩＤに参加した以降の脱退はできない。

 
 

TOPへ

 
 

 
 
　アメリカでＢＩＤが成功している背景には、ＢＩＤの運営を地元の代表であ
る非営利の地区運営組合が担当していることにある。前述のとおり例外はある
が、多くの州では地区内の不動産所有者等で構成される地区運営組合による運
営という手法をとっている。一般的に地区運営組合は、地区内の不動産所有
者、商業者、住民の代表等で構成され、この民間組織による運営がＢＩＤの大
きな特徴であり、受益者である地区の住民等が自ら地区を改善していく点がＢ
ＩＤ成功のポイントと言えるだろう。  
 

TOPへ

 
 

 
 
　ＢＩＤの設立手続きはそれぞれの州法で規定されている。州によって若干の
違いはあるが、一般的な流れは図１に示すとおりである。どの州もＢＩＤ設立
には地区内不動産所有者の同意を条件としており、一般的には、地区内におけ
る課税対象不動産の総評価額に対して過半数から3分の2の不動産所有者の同意
を求める州が多い。ほとんどの州では、ＢＩＤ設置のためにＢＩＤの基本計画
というべき地区計画を定めることが義務付けられている。この地区計画には、
ＢＩＤの設立目的、活動内容、財源、役員の構成等が明記され、ＢＩＤのマス
タープランとも呼べるものになっている。州によっては、定期的に地区計画の
見直し期間を設定しているところもある。また、設立手続きと同様にＢＩＤの
活動内容についても州法で定められており、ＢＩＤに与えられる権限は厳格に
規定されている。 
 

【図1：BID設立までの流れ】
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TOPへ

 
 

 
 
　前述のとおり、ＢＩＤ制度は州によって異なるため、ニューヨーク市を事例
にしてより詳細を見てみたいと思う。 　ニューヨーク州では、州の総合地方自
治体法（General Municipal Law）で、ＢＩＤ設立の条件、設置までの手続
き、ＢＩＤ設置にかかわる市町村及びＢＩＤの権限、地区運営組合における理
事会の構成等が定められている。（注５）また、ＢＩＤを設置する市町村は、
州法に基づき各市町村の法律でＢＩＤ設置に関する法律を定めなければならな
い。 
 
　ニューヨーク州の場合、ＢＩＤ設立に当たっては区域内の過半数以上の不動
産所有者の同意及び、課税対象不動産の総評価額に対して過半数の不動産所有
者の同意が必要とされている。ＢＩＤが成立した場合には、地区内の全不動産
所有者に対して負担金が課され、ＢＩＤの運営は不動産所有者の代表を中心と
した理事会によって行われる。州法では、ＢＩＤ運営組合の理事の過半数は地
区内の不動産所有者の代表でなければならないことも規定されており、このほ
かにも、地元自治体の長、地元選出議員等が理事会のメンバーに加入すること
が義務付けられている。この背景には、ＢＩＤと行政との連携を密にさせると
いう目的があるようである。実際、ＢＩＤが配置する警備員には逮捕権等は認
められていないが、地元警察との連携により緊急時の対応を強化している。 
 
（注５） 人口100万人以上の市（現在ではニューヨーク市のみ）については、より

詳細な手続き等が定められている。
 
 

TOPへ
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　ニューヨーク市内には現在46のＢＩＤがあり、この数は全米の都市でもずば
抜けて多い。このニューヨーク市におけるＢＩＤの役割とその成果について、
ニューヨーク市役所でＢＩＤを担当する市小ビジネスサービス局
（Department of Small Business Service）のエディ・エング氏にお話を伺っ
た。小ビジネスサービス局は、ニューヨーク市内のＢＩＤを監督・監視する役
割にある。 
 
 
ニューヨーク市内のＢＩＤ 
 
　ニューヨーク市内におけるＢＩＤの数は増え続けており、現在はニューヨー
クの5つの行政区のうち、スタテン島を除く4つの区（マンハッタン区、クイー
ンズ区、ブルックリン区、ブロンクス区）にＢＩＤが存在している。スタテン
島についてもＢＩＤ設立の動きがあり、近い将来にはすべての区にＢＩＤが存
在することになるだろうとのこと。2003年度におけるニューヨーク市内の全Ｂ
ＩＤからの負担金総額は約6600万ドルで、これは20年前に比べるとおよそ3倍
以上になっている。ＢＩＤの規模はさまざまであり、年間予算が10億円を超え
るＢＩＤから数百万円のＢＩＤまで、その範囲は広い。ＢＩＤの収入源のほと
んどは地区内の不動産所有者からの負担金であるが、このほかにも外部からの
寄付も重要な財源になっている。 
 
　ＢＩＤの活動内容は地区内の清掃からイベントの開催までさまざまである
が、エング氏によると、地区内の清掃及びゴミ収集と地区の安全対策がどのＢ
ＩＤにとっても最重要課題であるとのことであった。ニューヨーク市最初のＢ
ＩＤとして知られるユニオンスクエアＢＩＤは市内で11番目に予算規模の大き
なＢＩＤであるが、2002年度予算総額約100万ドルに対して、地区清掃及びゴ
ミ収集の予算が約37万ドル、地区の安全対策が約40万ドルとなっており、この
2つが予算の8割近くを占めている。 
 
ＢＩＤ成功の原因 
 
　ＢＩＤ制度は受益者である地区内の不動産所有者や商業者が自らの地区を自
らの責任で発展させていくというボトムアップ方式のまちづくりであり、この
制度がとてもうまく機能している。また、ニューヨークではＢＩＤに指定され
ると強制的に不動産所有者に対して負担金が課されるが、負担金の総額は全Ｂ
ＩＤ地区内の課税対象不動産評価額の1％未満であり、ＢＩＤは小さい負担で
大きな効果を得られる手法である。 
 
ニューヨーク市の役割 
 
　ＢＩＤに対する市の役割としては、まず各ＢＩＤの負担金の徴収が挙げられ
る。市により集められた負担金は市の一般税源とは切り離され、直接ＢＩＤに
交付される。 
 
　また、市はＢＩＤを監督・監視する立場にあり、各ＢＩＤの運営組合は市と
5年単位の契約を結びＢＩＤを運営している。この契約は5年ごとに見直され、
ＢＩＤの業績が芳しくないと判断された場合、ＢＩＤは市から契約更新の認定
を受けられない。このほかにも、各ＢＩＤは予算規模に応じて1～3年ごとに市
の会計監査官（注６）の監査を受けることが義務付けられている。 
 
（注６） 会計監査官（Comptroller）は公選職。
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【図2：ユニオンスクエアBID収支（2002）】

 
 

TOPへ

 
 

 
 
　ニューヨーク市内には多くのＢＩＤが成立しているが、実際にまちを歩いて
みると、ＢＩＤのエリアとそうでない地区では目に見える違いがある。ＢＩＤ
内の道路にはゴミも少なく、歩道は花や緑で飾られている。また、夜でもＢＩ
Ｄの制服を着た警備員が地区を巡回しており、地区の安全に大いに役立ってい
る。観光客で溢れる現在の姿から想像することは困難であるが、タイムズスク
エアのあるマンハッタン42丁目周辺も以前は治安が悪化していた。それを現在
のような魅力ある地区に変えることができたのは、住民や行政の努力によるも
のであった。この中でＢＩＤの果たした役割も大きい。また、以前は治安の悪
化が有名であったハーレム地区においても、ＢＩＤが率先して地区の改善や活
性化を促進している。ハーレム地区における再開発はまちづくりの成功事例と
しても知られており、ＢＩＤはさまざまな面でこの再開発を支援している。こ
のように、アメリカの都市においてＢＩＤは大きな役割を果たしており、その
背景には「地域主体のまちづくり」と、それを支えるための「行政のサポー
ト」がある。アメリカではＢＩＤの活動資金を確保するための仕組みが確立さ
れており、これがアメリカのＢＩＤ成功の大きな理由だと言えるだろう。  
 

TOPへ
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